



















 The purpose of this paper is the issue of child care needed by foreign nationals residing 
in Japan which is in keeping with the Convention on the Rights of the Child and consider 
the problem of child guidance system. There are two suggestions for the issue of child 
guidance framework to address the problems of child care needed by foreign nationals. One 
suggestion is that in order for the need of the supporters engaged in child and family 
counseling to improve their expertise, it is necessary to continue to practice an approach 
based on children's rights in particular. Another is the creation of guidelines to address the 
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※ %の記載は，「大いに思う」＋「思う」の合計 %，「まったく思わない」＋「思わない」の合計 %の順で記載し，その上で，
どちらかの回答割合が多かったかを不等号記号で示している。
出典：高橋重宏・澁谷昌史・才村純他（2007）「児童福祉司の職務とストレスに関する研究」『日本子ども家庭総合研究所紀
要』43，3-42より一部抜粋して筆者が作成
児童の権利に関する条約からみた外国籍児童の要養護問題と児童相談体制の課題
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用可能なサービス，国籍や在留資格の手続きの方法など，外国籍児童に対する支援方針とともに
具体的な手続きの流れが詳細に記されている。言語や文化が違うなかで，それでも深刻な問題に
対応しなければならない児童福祉司は，そのよりどころとなる指針がなければ，十分な支援を展
開できないといえる。
Ⅳ . おわりに
　以上，子どもの権利条約に依拠しながら，外国籍児童の要養護問題と現在の児童相談体制の問
題点について言及してきた。それらのことから，以下２つを提言する。
　１つめは，児童家庭相談を実践する支援者の専門性の確保である。主として相談対応をする市
町村の窓口や児童相談所の児童福祉司は，上述したように十分な専門性を確保できているとはい
えない。また，専門的な資格を有していたとしても，そこに統一性はなく，また，地域によって
も格差が存在する。市町村児童家庭相談援助指針や児童相談所運営指針は存在するが，それは業
務指針でしかなく，外国籍児童のケースに介入する際に展開できるソーシャルワークとしてでは
ない。そこで必要となってくるのが，子どもの権利に基づくアプローチであると考える。異なっ
た言語や文化的背景にある外国籍児童問題に関わり，子どもの最善の利益を優先した支援を展開
するためには，援助の基盤に共通した理念が必須である。つまり，国際基準である子どもの権利
条約を十分に理解し，その実現に向けたアプローチを実践レベルで検討しなければならない。こ
の条約は子どもに関わる職業すべてに係っているものである。そのためにも，いかなる経緯で児
童家庭相談の相談員として配属されたとしても，現職教育・研修を充実させ，子どもの権利保障
を浸透させなければならない。さらにいえば，社会福祉士の養成課程のなかで，いわゆる「多文
化ソーシャルワーク」の概念を教育させることもグローバル化やボーダレス化が進む現代社会に
おいて，専門性の向上につながる糸口となりえるだろう。
　２つめは，外国籍児童の要養護問題に対応する指針の作成である。平本（2007）も指摘するよ
うに，厚生労働省が中心となって，外国籍児童への支援方針を固め，業務指針を作成していかな
ければならないだろう。東京都の先駆的な事例にもあるように，特に外国籍児童に対応していく
には，特有の問題が起こりうることを予測し適切に対処しなければならない。そのときに，国籍
や在留資格問題，言語や文化的背景を把握できていなければ，さらなる問題が起こる引き金となっ
てしまう。総務省が提示した第４次出入国管理基本計画は，ともすれば子どもと親を引き離して
しまい，子どもにとって明らかに不利益を与えることになる。つまり，子どもの権利を侵害する
ことになるのである。日本経済の活性化のために外国人受入れを積極的に行うことは否定しない。
しかし，労働力としての外国人のみに焦点化するのではなく，当事者の生活やその家族について
も考慮した政策が望まれる。すなわち，関係省庁との調整なくして，権利保障を実現する外国籍
児童への支援方針はできないといえるだろう。
　最後に，本稿の今後の課題について言及する。本稿では外国籍児童と表現してきたが，厳密に
いえば近年の国際結婚による日系外国人が多数存在することなど，国籍は日本でも家族内に日本
以外の文化が存在する状況があり，定義することの難しさがある。つまり，国籍だけをみればよ
いというわけにいかないため，これらのことについてはより丁寧に整理することが必要である。
　東京都児童相談センターが先駆的に外国籍児童相談の手引きを作成し，具体的な指針を示して
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いるものの，この分野における児童家庭福祉実践は未成熟であり，その対象である要養護問題を
抱えた外国籍児童の実態も十分に把握されていない。現時点では，地域によって在留する外国人
の出身国に偏りがあるため，地域特性に合わせた実態を掌握していくことが課題である。
　また，今後の児童相談の体制は，市町村と児童相談所の連携なくしては実現できない。このこ
とについては，本稿では特に言及しなかったが，児童虐待が急増するなか，市町村と児童相談所
が児童相談体制をどう構築していくかの議論は避けて通れない。以上のようなことを踏まえなが
ら今後の研究を進めることが望まれる。
【脚注】
注１　ニューカマーと呼ばれる南米日系人を中心とする外国人住民が多数居住する都市の行政並びに地域の
国際交流協会等をもって構成し，外国人住民に係わる施策や活動状況に関する情報交換を行うなかで，地
域で顕在化しつつある様々な問題の解決に積極的に取り組んでいくことを目的として設立するものである
（外国人集住都市会議 HPhttp://www.shujutoshi.jp/index.htmlより引用）
注２　1980年代後半から国際離婚等により，一方の親がもう一方の親の同意を得ることなく，子どもを自分
の国につれてかえる子の連れ去りが問題視されている。子どもが異なる言語文化環境に移ることによる悪
影響から守るため，原則として元の居住国に返還するための国際協力の仕組みが，ハーグ条約である。わ
が国においては，連れ去った背景に DVや虐待問題がある場合に元の居住国に返還することに対する懸念
もあり，締結に慎重な姿勢がある。
注３　甲斐田（2008；2011）によれば，国際開発援助機関が貧困を廃絶するという約束を果たせなかったた
め，貧困と搾取の根本原因である「力の濫用」を問題にし，平等を促進することをめざすライツ・ベース・
アプローチが不可欠と考えられるようになった。
注４　子どもの権利条約の前文には，「極めて困難な条件の下で生活している児童が世界のすべての国に存在
する」ことを認めるとしており，本条約が限定的なものではないことを明確に表現している。
注５　国籍法によれば，20歳未満で外国および日本の国籍を有することになった場合，22歳までに国籍を選
択することとなっている。近年の国際結婚の増加により，子どもが両親の両方の国籍を有している状況が
ある。
注６　なお，保育士が10.2%，社会福祉主事が6.7%となっている。
注７　東京都児童相談所は，児童福祉司のコンピテンシーモデルを作成し，身につけるべき能力や行動特性
について示している。そのなかで「『子どもの生命・最善の利益』を何よりも優先する」という部分の背景
には，子どもの権利条約の理念が反映されていると推察できる。
注８　たとえば，大阪府・市は早くから一般行政職と並んで毎年50名程度の福祉職採用を実施している。
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